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本テーマの取組の全体像

• 本テーマは、金融と福祉の連携モデルを構築する事業に加えて、高齢者それぞれの認知機能に応じた取引を実現する
3つのAIツール開発（キャパス、リスク検出、取引支援）に取り組んでおり、それらの取組を全国展開する体制としている。

プラットフォームモデル事業

柱1

キャパス
柱2

リスク検出
柱3

取引支援
柱4

全国展開（≒社会実装）

金融機関
金融機関向けAIツール開発金

融
機
関
向
け

サ
ー
ビ
ス
提
供

資産を「守る」
資産管理を「支える」
資産を「活かす」

地域包括
支援センター

自治体

社会福祉
協議会

消費生活
センター

地域資源警察

金融機関を核とした
金融と福祉の連携モデルの構築

連携

金融機関に求められる役割
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✓ モデル事業の普及に向けた関係省庁との調整
✓ AIツール開発・普及に向けたELSI検討委員会の設置
✓ 社会受容性の向上に向けた広報活動 etc.

好事例、
普及に向けた諸課題の抽出

AIツールの開発・普及に向けた
諸課題の抽出

課題①

2022年にはMCIと認知症高齢者は

約1000万人に

課題③

金融機関では一律の年齢制限

より経済活動の制約が発生

課題④

個人情報の第三者提供制約から、

民間企業と行政との連携が不十分

課題②

MCIと認知症高齢者の保有する金

融資産は約260兆円
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最近の政策展開

• R5年度はホップ、R6年度はステップ、R7年度はジャンプの年と位置づけ。
• 高齢社会対策大綱を「追い風」に全国に金融と福祉の取り組みを拡大する。

高齢社会対策大綱関連部分

大綱の内容 関連省庁

1
消費者安全確保地域協議会、重層的支援体制整備事業の支援会議に金融機関の参加を促進
（活動報告2）

消費者庁、厚労省

2
支援会議から金融機関等に情報提供を求める
（活動報告2）

厚労省

3 福祉機関との連携、金融機関内の情報共有等の金融分野ガイドライン等の運用の見直しを検討 厚労省、金融庁

4
経済取引の判断能力、認知機能の状態に応じたサポートするAI技術等の開発・実証
（活動報告1）

内閣府、金融庁

5 高齢期における認知機能の低下に備えた知識の習得 金融庁

6 認知判断能力や身体機能が低下した高齢者に対する顧客本位の業務運営 金融庁、消費者庁
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調査報告（老後意識調査）のポイント

老後の資産管理に関する調査（本人、家族）調査結果（’24/3月実施）から得られた結論

１：現状とリスクの存在
• 認知症への不安を抱く高齢者は64％、子どもに財産の状況を伝えているのは約35％（本人調査）
• 親の資産の状況を把握している子どもは約35％（家族調査。（1）と整合的）。

2：金福連携に対する評価
• 認知機能の低下が疑われ、金融機関職員が放置できないと判断した場合、60％～70％の回答者が「金融

と福祉機関の連携」を望む（本人調査、家族調査とも同様）。
• 「金福連携」を積極的に評価する高齢者の特徴
①親子間の連絡・会話が多い（高齢者の孤独・孤立問題と関連）
②認知機能に関する主観的評価が高い

⇒認知機能の低下が進むほど、連携の必要性を感じなくなるという矛盾した問題が発生。
③認知症に関する知識が高い

３：すでに発生している問題
• 主観的認知機能が低下すると、特殊詐欺、消費者問題、EC（ネットによる契約）の被害を受ける確率は、
健常者の2～3倍に上昇する。

• 親が「認知症等で金融機関口座が凍結された」経験を持つ子どもは11％（家族調査）。
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